
自転車通勤促進基礎調査アンケート結果

１　従業員の主な通勤手段の割合 ３　企業が自転車通勤を奨励していない理由
Ｎ＝177

自家用車 営業自動車 バイク 自転車 電車・路線バス 徒歩のみ

全体 64% 4% 1% 9% 17% 5%

工業団地 91.3% 2.9% 0.6% 4.3% 0.6% 0.3%

中心市街地 23.3% 6.6% 1.0% 14.4% 42.3% 12.2%

※　２の質問で「承認している」または「承認していない」と回答した企業が対象

２　自転車通勤を奨励・承認しているか ４　企業が自転車通勤者に対して行っている支援策
Ｎ＝183

全体 5.0% 83.0% 9.0% 3.0%

工業団地 1.8% 87.9% 7.0% 3.3%

中心市街地 8.5% 74.6% 12.7% 4.2%

※　２の質問で「奨励している」または「承認している」と回答した企業が対象

奨励している 承認している 承認していない 無回答

　　　　　　Ｎ＝161
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５　自転車利用を推進することで企業が得られる効果 ７　自転車通勤に対する企業の推進姿勢
Ｎ＝183
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